最上町木造住宅耐震診断補助事業交付要綱
平成26年４月１日
訓令第８号
改正　令和４年３月11日訓令第９号
（目的及び交付）
第１条　最上町長は、住宅の所有者に対し、木造住宅の地震に対する安全性の確保及び向上を図り、震災に強く安心して住むことのできるまちづくりの推進を図るため、最上町が住宅の耐震診断及び耐震改修計画の作成を行う者に対して補助金を交付する事業（以下「補助事業」という。）を行う場合において、最上町補助金等の適正化に関する規則（昭和47年最上町規則第２号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。
（用語の定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　耐震診断　最木造住宅の地震に対する安全性を、日本建築防災協会の作成した一般診断法により評価することをいう。
(2)　耐震改修計画　前号の診断に基づき作成される耐震改修の計画案をいう。
(3)　耐震診断士　都道府県、市町村、財団法人日本建築防災協会等が主催する木造住宅の「耐震診断講習会」等の木造住宅耐震診断業務に必要な講習会を受講した者で、町が作成する最上町木造住宅耐震診断士名簿に登録された者をいう。
（対象住宅）
第３条　耐震診断の対象となる住宅(以下「対象住宅」という。)は、最上町に存し、次の各号に掲げる要件に該当するものとする。
(1)　昭和56年５月31日以前に着工された戸建住宅。
(2)　在来軸組工法による木造平屋建て又は木造２階建て住宅。
※高床式（基礎高1.5ｍ以上）住宅は対象外
(3)　この要綱に基づく耐震診断及び耐震改修計画の作成を行っていない住宅。
（補助事業の申請）
第４条　耐震診断を希望する対象住宅の所有者(対象住宅が共有に係るものである場合は、共有者がそれらの者のうちから選任した代表者１名をいう。)は、構造的に独立した棟毎に、最上町木造住宅耐震診断補助事業申請書(別記様式１号)を町長に提出しなければならない。
（補助事業の決定）
第５条　町長は、前条の申請があった場合は、その内容を審査し、補助事業及び派遣する耐震診断士を決定するとともに、最上町木造住宅耐震診断補助事業決定通知書(別記様式２号。以下「決定通知書」という。)により申請者に通知するものとする。
２　町長は、前項の決定通知書の内容に変更が生じたと認めるときは、通知書の内容を変更することができる。
（補助事業の辞退）
第６条　申請者は、決定通知書を受けた後において補助事業を辞退するときは、速やかに最上町木造住宅耐震診断補助事業辞退届(別記様式３号)を町長に提出しなければならない。
（補助事業の取消し）
第７条　町長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第５条第１項の補助事業の決定を取り消すことができる。
(1) 虚偽又は不正な手段により補助事業の決定を受けたことが判明したとき。
(2) 前号に掲げるもののほか、町長が不適当と認める事由が生じたとき。
２　町長は、前項の規定により補助事の決定を取り消したときは、その理由を付して、最上町木造住宅耐震診断補助事業決定取消通知書(別記様式第４号)により申請者に通知するものとする。
（耐震診断士の派遣）
第８条　町長は、第５条第１項の耐震診断士を決定したときは、速やかに当該診断士を派遣しなければならない。
（補助事業に要する費用）
第９条　耐震診断に要する費用、助成額及び申請者の負担額は、別表１に定める額とする。
（診断結果及び耐震改修計画の通知）

第10条　耐震診断の結果は、最上町木造住宅耐震診断補助事業耐震診断結果及び耐震改修計画通知書(別記様式第５号)により申請者に通知するものとする。ただし、耐震診断により評点が1.0以上で、かつ、地盤又は基礎に重大な注意事項がない場合は、耐震改修計画の作成を省略するものとする。
(1)　耐震診断の結果

(2)　補強計画（評定が1.0以上の場合省略）

(3)　診断実施中の写真
(4)　診断費用の請求書
（負担額の納入及び補助金額の請求）
第11条　耐震診断士の派遣を受けた申請者は、第９条に定める額（費用総額）を、耐震改修計画を作成した場合は当額計画の作成完了後に、耐震改修計画を作成しない場合は耐震診断終了後に耐震診断士に支払うものとする。
２　診断費用の支払いを終えたら、速やかに最上町木造住宅耐震診断補助事業診断費用支払完了報告書（別記様式第６号）を次の定めた書類を添付し提出すること。
(1)　耐震診断費用の領収書
(2)　補助金の振込先通帳の写し
(3)　請求書兼口座振込申請書
（補助金額の確定）
第12条　最上町長は、前条第２項による報告があったときは、報告書等の審査及び調査等を行い、その報告を適正と認めた場合は、交付すべき補助金の額を確定し、規則第15条に規定する補助金の額の確定通知書により申請者に通知する。
（申請者に対する指導及び助言）
第13条　町長は、耐震診断結果に基づき、対象住宅の地震に対する安全性の確保及び向上が図られるよう、申請者に対して必要な指導及び助言をすることができる。
（耐震診断士の守秘義務等）
第14条　耐震診断士は、当該耐震診断に関し職務上知り得た個人情報を漏らしてはならない。

２　耐震診断士は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。

　(1)　申請者に対し、不必要な改修を勧めること及び自己の利益を誘導するための行為を行うこと。

　(2)　前号に掲げるもののほか、耐震診断士としてふさわしくない行為を行うこと。
（業務の委託）
第15条　町長は、この事業に関する業務の一部を委託することができる。
（その他）
第16条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、最上町長が別に定める。
　　　附　則
　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
別表１　耐震診断及び耐震改修計画作成費用

	診断内容
	費用総額
	費用総額のうち町負担額
	費用総額のうち申請者負担額

	耐震診断並びに耐震診断評価点1.0以上の耐震改修計画を作成する場合
	150,700円
（184,800円）
	135,000円
（166,000円）
	15,700円
（18,800円）

	耐震診断を行うが、耐震改修計画を作成しない場合
	103,400円
（137,500円）
	93,000円
（123,000円）
	10,400円
（14,500円）


備考（　）内は診断住宅の図面がない場合
※補足

（１）　上表内の図面とは、当該住居の建築当時の建築図面（窓位置及び壁位置、室名や規模等が解るもの）とし、建築士や施工者（工務店、大工等）が作成した図書をいう。
（２）　対象となる住宅は木造２階建て・延べ床面積200㎡程度の専用住宅または、併用住宅とする。延べ床面積200㎡を大幅に超過する場合または、築形状や経年の増改築等で診断業務が複雑になる場合は別途見積書を提出する。
別表２

最上町木造住宅耐震診断士名簿

	認定番号
	業者名
	耐震診断士

	１．
	ＫＯＭＩ建築設計事務所
	大場　公美

	２．
	株式会社　鈴木工務店
	結城　洋徳

	３．
	株式会社　鈴木工務店
	鈴木　利彦

	４．
	有限会社　秀建ホームサービス
	菅　　　聡

	５．
	木田建築設計事務所
	木田　隆春

	６．
	株式会社　小川建設
	二戸　裕子

	７．
	Ｋ，Ｓ，プランニング二級建築設計コンサルタント
	下山　邦彦

	８．
	曽根田工務店
	曽根田　哲也

	９．
	株式会社　大場組
	里見　典子

	１０.
	株式会社　大場組
	斉藤　　智

	１１.
	押切政志建築設計事務所
	押切　政志

	１２.
	押切政志建築設計事務所
	高橋　正博

	１３.
	カヤバ建築　牧
	牧　　富一


様式１号
　　　　年　　月　　日　
　最上町長　　　　様
申請者　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印
最上町木造住宅耐震診断補助事業申請書
　最上町木造住宅耐震診断補助事業実施要綱第４条の規定に基づき、下記の住宅について耐震診断を申し込みます。
	対象住宅の概要
	所在地
	　

	
	用途
	　

	
	構造／階数
	　

	
	床面積
	　

	
	建築着工時期

(建築確認年月)
	　

	
	耐震診断の履歴
	　

	備考


　上記備考欄には、次に掲げる区分に応じ、必要事項を記載してください。
（１）　上記建物において増築、修繕、模様替え、用途変更があった場合、その内容及び時期。
（２）　上記建物が現在空き家の場合、その旨及び使用開始予定時期。
（３）　本年度上記建物とは別の住宅もこの事業を希望する場合、その旨及び申込時期等。
様式２号
最建設第　　　　　号
　　　　年　　月　　日
申請者　
　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最上町長　　髙橋　重美
最上町木造住宅耐震診断補助事業の決定について（通知）
年　　月　　日付けで申し込みのあった木造住宅耐震診断士の派遣については、下記のとおり決定したので、最上町木造住宅耐震診断助成事業実施要綱第5条第1項の規定に基づき通知します。

　事業の実施にあたっては、今後日程調整のうえ、耐震診断士が耐震診断のための現地建物調査を行います。限られた時間内に効率よく診断を実施できるよう、ご協力をお願いいたします。
記
（１）　耐震診断士の氏名及び連絡先

　　氏名

　　連絡先

（２）　現地調査の日時

　　　　　　年　　月　　日

様式３号
　　　　　年　　月　　日
　最上町長　　　　様
申請者　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印
最上町木造住宅耐震診断補助事業辞退届
　　　　年　　月　　日付け最建設第　　　号で決定通知のあった最上町木造住宅耐震診断補助事業について、下記の理由により辞退したいので、最上町木造住宅耐震診断補助事業実施要綱第6条の規定に基づき届け出いたします。
記
（１）辞退の理由
様式４号
最建設第　　　　　号
　　年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最上町長　　髙橋　重美
最上町木造住宅耐震診断補助事業決定の取消について（通知）
　　　　　年　　月　　日付け最建設第　　　号で通知した木造住宅耐震診断補助事業決定については、下記の理由により取り消したので、最上町木造住宅耐震診断補助事業実施要綱第7条第2項の規定に基づき通知します。
様式５号
最建設第　　　　　号
　　年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最上町長　　髙橋　重美
最上町木造住宅耐震診断補助事業耐震診断結果及び耐震改修計画（通知）
　　　年　　月　　日付け最建設第　　　号で通知した木造住宅耐震診断補助事業について、このたび耐震診断が終了し、結果が出ましたので、最上町木造住宅耐震診断補助事業実施要綱第10条の規定に基づき、別紙のとおり関係書類を添えて通知します。

また、この件に関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。
記
（１）耐震診断の結果
（２）補強計画（評定が1.0以上の場合省略）
（３）診断実施中の写真
（４）診断費用の請求書
お問い合わせ先

・診断結果の内容について　　　　　　　　　　派遣診断士

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(電話　　　　　　　　　　　　　　)

・その他派遣事業全般について　　　　　　　　担当者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(電話　　　　　　　　　　　　　　)

様式６号
　　年　　月　　日　
　最上町長　　　　様
申請者　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印
最上町木造住宅耐震診断補助事業診断費用支払完了報告書
年　　月　　日付け最建設第　　　号で決定通知のあった最上町木造住宅耐震診断補助事業について、下記のとおり支払いが完了しましたので、最上町木造住宅耐震診断補助事業実施要綱第11条第２項の規定に基づき必要書類を添え提出いたします。
記
（１）工事代金領収書の写し
（２）補助金の振込先通帳の写し
（３）請求書兼口座振込申込書
様式７号
最建設第　　　　　号
　　年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最上町長　　髙橋　重美
最上町木造住宅耐震診断補助事業の額の確定について（通知）
年　　月　　日付け最建設第　　号で交付決定した標記補助金については、
　　　　年　　月　　日付けで提出のありました最上町木造住宅耐震診断補助事業診断費用支払完了報告書に基づき、最上町補助金等の適正化に関する規則（昭和47年3月規則第2号）第15条の規定により、補助金の額を金　　　　　　　円に確定します。
記
振込予定日
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- 14 -

